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1.投資方針 6.信託期間
無期限

7.償還条項

8.決算日
毎年9月15日（休業日の場合翌営業日）

9.運用管理費用（信託報酬）

10.運用管理費用（信託報酬）以外のコスト
2.主要投資対象

3.主な投資制限

4.ベンチマーク
東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

5.信託設定日
2004年8月31日

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内
容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資します
ので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購
入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成されまし
たが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株
式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数（配当込
み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商
品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

純資産総額に対して年率0.374％(税抜0.34％)
内訳: 委託会社 年率0.154％(税抜0.14％)

販売会社 年率0.187％(税抜0.17％)
受託会社 年率0.033％(税抜0.03％)

信託報酬を対価とする役務の内容は、配分先に応じて、それぞ
れ以下のとおりです。
委託会社：ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基
準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
販売会社：運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド
の管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対
価

①マザーファンドの受益証券への投資割合には、制限を設け
ません。
②株式への直接投資は、行ないません。
③マザーファンドを通じて行なう投資信託証券への実質投資
割合には、制限を設けません。
④マザーファンドを通じて行なう同一銘柄の不動産投資信託
の受益証券または同一銘柄の不動産投資法人の投資証券へ
の実質投資割合は、信託財産の純資産総額の30％以下としま
す。ただし、当該同一銘柄の「東証ＲＥＩＴ指数」における時価
の構成割合が30％を超える場合には、当該指数における構成
割合の範囲で実質的に 組入れることができるものとします。
⑤外貨建資産への直接投資は、行ないません。

ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドの受益証券
※ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドは、わが国の金融商品取引所
上場（上場予定を含みます。）の不動産投資信託の受益証券
および不動産投資法人の投資証券を主要投資対象とします。

イ．主としてマザーファンドの受益証券に投資することにより、
「東証ＲＥＩＴ指数」（配当込み、以下同じ。）に連動する投資成
果をめざして運用を行ないます。
ロ．マザーファンドの受益証券の組入比率は、通常の状態で信
託財産の純資産総額の90％程度以上に維持することを基本と
します。
※税法その他の法規上の規制や組入銘柄の財務リスクや流動
性などの理由から、「東証REIT指数」の採用銘柄をすべて組入
れない場合や時価総額に応じた組入れを行なわない場合があ
ります。

・ダイワＪ－ＲＥＩＴマザーファンドの投資方針
イ．「東証ＲＥＩＴ指数」に連動する投資成果をめざして運用を行
ないます。
ロ．投資成果を「東証ＲＥＩＴ指数」の動きにできるだけ連動させ
るため、組入銘柄は「東証ＲＥＩＴ指数」の構成銘柄（採用予定
を含みます。）とし、組入比率を高位に保ちます。
ハ．運用の効率化を図るため、不動産投信指数先物取引を利
用することがあります。このため、不動産投資信託証券の組入
総額と不動産投信指数先物取引の買建玉の時価総額の合計
額が、信託財産の純資産総額を超えることがあります。

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したと
き、市況の急激な変化が生じたとき、「東証ＲＥＩＴ指数」が改廃
されたとき、償還の準備に入ったとき等ならびに信託財産の規
模によっては、上記の運用が行なわれないことがあります。

委託会社は、信託期間中において「東証ＲＥＩＴ指数」が改廃さ
れたときもしくは信託契約を解約することが受益者のため有利
であると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、
受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了させる
ことができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、
解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。

① 信託財産において資金借入れを行なった場合、当該借入
金の利息は信託財産中より支弁します。
② 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費
用、受託会社の立替えた立替金の利息および信託財産にかか
る監査報酬ならびに当該監査報酬にかかる消費税等に相当す
る金額は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。
③ 信託財産に属する有価証券等に関連して発生した訴訟係
争物たる権利その他の権利に基づいて益金が生じた場合、当
該支払いに際して特別に必要となる費用（データ処理費用、郵
送料等）は、受益者の負担とし、当該益金から支弁します。
④ 信託財産で有価証券の売買を行なう際に発生する売買委
託手数料、当該売買委託手数料にかかる消費税等に相当する
金額および信託財産に属する資産を外国で保管する場合の費
用は、信託財産中より支弁します。
（※）「運用管理費用（信託報酬）以外のコスト」については、運
用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すこ
とができません。
手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりま
すので、表示することができません。また、上場不動産投資信
託は市場価格により取引されており、費用を表示することができ
ません。
＜マザーファンドより支弁する手数料等＞
信託財産に関する租税、有価証券売買時の売買委託手数

料、先物取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で
保管する場合の費用等を支弁します。

本商品は元本確保型の商品ではありません

ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン

投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型
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11.お申込単位 24.基準価額の主な変動要因等
１円以上１円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

16.収益分配

17.お申込不可日等

18.課税関係
確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法

22.委託会社

23.受託会社

ＤＣ・ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン

本商品は元本確保型の商品ではありません

毎年9月15日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益
分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。収益分配金
は、自動的に再投資されます。

投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型

① リート（不動産投資信託）への投資に伴うリスク
イ．リートは、株式と同様に金融商品取引所等で売買され、その
価格は、不動産市況に対する見通しや市場における需給等、
さまざまな要因で変動します。
・リートには資産規模が小さく、流動性が低いものもあります。こ
のようなリートへの投資は、流動性の高い株式等に比べ、より制
約を受けることが考えられます。
・金利の上昇局面においては、他の、より利回りの高い債券等と
の比較でリートに対する投資価値が相対的に低下し、価格が下
落することも想定されます。
ロ．リートの価格や配当は、リートの収益や財務内容の変動の
影響を受けます。
・リートの収益は、所有する不動産から得られる賃料収入がその
大半を占めます。したがって、賃料水準や入居率の低下等によ
り賃料収入が減少した場合には、リートの収益が悪化し、価格
や配当が下落することが考えられます。
・リートの資産価値は、所有する不動産の評価等により変動しま
す。市況の悪化、不動産の老朽化等によってリートの資産価値
が低下した場合には、価格が下落することがあります。なお、実
物資産である不動産には、人的災害、自然災害等に伴って大
きな損害が発生する可能性もあり、このような場合、リートの価
格が大幅に下落することも想定されます。
・リートでは、投資資金を調達するために金融機関等から借入
れを行なうことがあります。したがって、金利上昇局面において
金利負担等が増加し、収益の悪化要因となることが考えられま
す。
・法人形態のリートでは、経営陣の運営如何によっては収益や
財務内容が著しく悪化する可能性があります。リートが倒産等
に陥り、投資資金が回収できなくなることもありえます。
ハ．リートに関する法制度（税制、会計制度等）が変更となった
場合、リートの価格や配当に影響を与えることが想定されます。
・その他、不動産を取巻く規制（建築規制、環境規制等）に変更
があった場合も、リートの価格や配当が影響を受けることが考え
られます。
・金融商品取引所が定める基準に抵触する等の理由から、リー
トが上場廃止になることもあります。
ニ．組入リートの市場価格が下落した場合、基準価額が下落す
る要因となり、投資元本を割込むことがあります。

大和アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行ないます）

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金
保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

＜価額変動リスク＞
当ファンドは、わが国の不動産投資信託証券など値動きのある
証券に投資しますので、基準価額は大きく変動します。した
がって、投資元本が保証されているものではなく、これを割込む
ことがあります。委託会社の指図に基づく行為により信託財産
に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
投資信託は預貯金とは異なります。
投資者のみなさまにおかれましては、当ファンドの内容・リスクを
十分ご理解のうえお申込み下さいますよう、よろしくお願い申上
げます。
基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行ないます）

金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事
情があるときは、換金の申込みの受付けを中止することがあり
ます。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求を取扱
いできない場合がありますので運営管理機関にお問い合わせ
ください。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落
する場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元
本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被ることがあります。また、運用により信託財産に生じた損
益はすべて購入者のみなさまに帰属します。

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口あたりで表示されている場合は
10,000で除してください。

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内
容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資します
ので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購
入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成されまし
たが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株
式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数（配当込
み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商
品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。
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投資信託協会分類：追加型投信/国内/不動産投信(リート）/インデックス型

本商品は元本確保型の商品ではありません

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内
容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資します
ので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購
入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成されまし
たが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の指数値及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標は、株
式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証ＲＥＩＴ指数（配当込
み）に関するすべての権利・ノウハウ及び東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）に係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、東証ＲＥＩＴ指数
（配当込み）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商
品の設定、販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

② その他
イ．解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするた
め組入証券を売却しなければならないことがあります。
その際、市場規模や市場動向によっては市場実勢を押下げ、
当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、
基準価額が下落する要因となります。
ロ．ファンド資産をコール・ローン、譲渡性預金証書等の短期
金融資産で運用する場合、債務不履行により損失が発生する
ことがあります（信用リスク）。この場合、基準価額が下落する要
因となります。

※基準価額の動きに関する留意点など
①当ファンドの投資成果は、必ずしも「東証REIT指数」に連動
するとは限りません。その主な要因として次のものが考えられま
す。
イ．「東証REIT指数」の構成銘柄のすべてを指数の算出方法
どおりに組入れない場合があること
ロ．運用管理費用（信託報酬）、売買委託手数料等を負担する
ことによる影響
ハ．追加設定および解約に対応して行なったＪリートの売買の
約定価格と「東証REIT指数」の算出に使用する価格の差
ニ．Ｊリートの銘柄数、市場規模が限られること
ホ．不動産投信指数先物と指数の動きの不一致（先物を利用
した場合）
ヘ．Ｊリートおよび不動産投信指数先物の流動性が低下した場
合における売買の影響
ト．Ｊリートおよび不動産投信指数先物取引の最低取引単位の
影響
チ．「東証REIT指数」の構成銘柄の入替えおよび指数の算出
方法の変更による影響
リ．追加設定および組入銘柄の配当金や権利処理等によって
信託財産に現金が発生すること
②当ファンドは、その性格上、「東証REIT指数」が改廃されたこ
とにより償還となる場合があります。
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1.投資方針 9.信託報酬

純資産総額に対して年率1.683％（税抜1.53％）

10.信託報酬以外のコスト

2.主要投資対象

フィデリティ・日本成長株・マザーファンド受益証券

11.お申込単位
3.主な投資制限 1円以上1円単位

12.お申込価額
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

4.ベンチマーク
TOPIX(配当込) 14.ご解約価額

ご売却約定日の基準価額

5.信託設定日
1998年4月1日 15.信託財産留保額

ありません。

6.信託期間
無期限 16.収益分配

7.償還条項

17.お申込不可日等

8.決算日
毎年11月30日

（但し、休業日の場合は翌営業日）

フィデリティ・日本成長株・ファンド

内訳：委託会社0.803％（税抜0.73％）、受託会社0.11％（税抜
0.10％）、販売会社0.77％（税抜0.70％）

法定書類等の作成等に要する費用、監査費用等　：

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「フィデリティ・日本成長株・ファンド｣の募集については、委託会社は、金融商品取引
法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関
連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘
を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属し
ます。■当資料は、フィデリティ投信株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではあり
ません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。■TOPIX（配当込）は、日本の株式市場を
広範に網羅するとともに投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出されており、配当を
考慮したものです。東証株価指数（TOPIX）（以下「TOPIX」という。）の指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ
総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIXに
係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いませ
ん。

（ファンドは、フィデリティ・日本成長株・マザーファンド受益
証券への投資を通じて、信託財産の成長を図ることを目標
に積極的な運用を行ないます。）

※当該手数料・費用等の合計額については、投資者の皆様が
ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示する
ことができません。

取引所等における取引の停止その他やむを得ない事情等があ
るときは、ファンドの取得申込・解約請求を中止等する場合があ
ります。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求がで
きない場合がありますので運営管理機関にお問い合わせくださ
い。

ファンドの純資産総額に対して年率0.10％（税込）を上限とする
額がファンドの計算期間を通じて毎日計上され、毎計算期の最
初の6ヶ月終了日（当該日が休業日の場合は翌営業日）及び毎
計算期末または信託終了のときに、ファンドから支払われます。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

・わが国の取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）
されている株式を主要な投資対象とします。
・個別企業分析により、成長企業（市場平均等に比較し成
長力があり、その持続が長期的に可能と判断される企業）
を選定し、利益成長性等と比較して妥当と思われる株価水
準で投資を行ないます。
・個別企業分析にあたっては、日本および世界の主要拠
点のアナリストによる企業調査を活かし、ポートフォリオ・マ
ネージャーによる「ボトム・アップ・アプローチ」を重視した
運用を行ないます。
・ポートフォリオ構築にあたっては、分散投資を基本としリス
ク分散を図ります。
・株式への投資は、原則として、高位を維持し、信託財産
の総額の65％超を基本とします。
・ファミリーファンド方式により運用を行ないます。
※資金動向・市況動向等によっては上記のような運用がで
きない場合もあります。

ファンドの受益権の残存口数が30億口を下回った場合等
には、繰上償還となる場合があります。

株式への実質投資割合：　制限を設けません。
一発行体等に対する株式等、債券等およびデリバティブ
等の投資制限：　信託財産の純資産総額に対して、原則と
して、それぞれ10％、合計で20％以内とします。

年１回の決算時（原則として１１月３０日）に収益分配方針に基
づき分配を行ないます。分配金は、自動的に再投資されます。

ファンドからその都度支払われます。ただし、運用状況等により
変動しますので、事前の料率、上限額等を表示できません。

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用等　：

確定拠出年金向け説明資料



18.課税関係
流動性リスク　：

19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無 デリバティブ（派生商品）に関する留意点　：

21.持分の計算方法
解約価額×保有口数

ベンチマークに関する留意点　：

22.委託会社

23.受託会社
三菱UFJ信託銀行株式会社（信託財産の保管・管理を行ないます。）

分配金に関する留意点　：

24.基準価額の主な変動要因等

＜主な変動要因＞

価格変動リスク　：

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

＜その他の留意点＞

クーリング・オフ　：

フィデリティ・日本成長株・ファンド

ファンドは、大量の解約が発生し短期間に解約資金を手当て
する必要が生じた場合や、主たる取引市場において市場環境
が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、
市場実勢から期待できる価格で取引できないリスクや、取引量
が限られるリスク等があります。その結果、基準価額の下落要
因となる場合や、購入・換金受付の中止、換金代金支払の遅
延等が発生する可能性があります。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「フィデリティ・日本成長株・ファンド｣の募集については、委託会社は、金融商品取引法
第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政
省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的と
するものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準
価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。■当資
料は、フィデリティ投信株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、
上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。■TOPIX（配当込）は、日本の株式市場を広範に網羅すると
ともに投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出されており、配当を考慮したものです。
東証株価指数（TOPIX）（以下「TOPIX」という。）の指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下
「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIXに係る標章又は商標に関す
るすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。

分配金は、預貯金の利息とは異なります。分配金の支払いは
純資産から行なわれますので、分配金支払い後の純資産は減
少することになり、基準価額が下落する要因となります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の利子・
配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる
場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決
算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、
必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではあ
りません。計算期間におけるファンドの運用実績は、期中の分
配金支払い前の基準価額の推移および収益率によってご判
断ください。
投資者のファンドの購入価額によっては分配金はその支払い
の一部、または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当
する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値
上がりが小さかった場合も同様です。

ファンドのパフォーマンスは、ベンチマークを上回る場合もあれ
ば下回る場合もあり、ベンチマークとの連動を目指すものでは
ありません。また、投資対象国または地域の市場の構造変化
等によっては、ファンドのベンチマークを見直す場合がありま
す。

注：解約価額が１００００口あたりで表示されている場合は１００００で除して
下さい。

ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので基準価額
は変動し、投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用に
よる損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、投資
者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失が生じることがあります。

ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規
定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

投資信託協会分類：追加型投信／国内／株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

ファンドは、ヘッジ目的ならびに投資対象資産を保有した場合
と同様の損益を実現する目的の場合に限り、有価証券先物、
各種スワップ、差金決済取引等のデリバティブ（派生商品）を用
いることがあります。デリバティブの価格は市場動向などによっ
て変動するため、基準価額の変動に影響を与えます。デリバ
ティブが店頭取引の場合、取引相手の倒産などにより契約が
履行されず損失を被る可能性があります。

確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金保
険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。登録金
融機関は投資者保護基金等には加入しておりません。

フィデリティ投信株式会社（信託財産の運用指図等を行ないま
す。）

基準価額は有価証券等の市場価格の動きを反映して変動しま
す。有価証券等の発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合
には、投資資金が回収できなくなる可能性があります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落す
る場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
ることがあります。また、運用により信託財産に生じた損益はすべ
て購入者のみなさまに帰属します。

確定拠出年金向け説明資料







1.投資方針 7.償還条項
①

②

8.決算日
毎年11月19日（但し休業日の場合は翌営業日）

9.信託報酬
③

④

2.主要投資対象 10.信託報酬以外のコスト

3.主な投資制限
①

11.お申込単位
②

12.お申込価額
4.ベンチマーク

13.お申込手数料

5.信託設定日
2001年9月21日 14.ご解約価額

6.信託期間
無期限

(20250214)

大和住銀ＤＣ外国株式ファンド
投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

インターナショナル株式マザーファンドへの投資を通
じて、海外の株式へ分散投資を行い、リスクの低減と
グローバルな投資機会の獲得により、信託財産の長
期的な成長を図ることを目標として運用を行います。

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベー
ス）*をベンチマークとし、中長期的にベンチマークを
上回る投資成果を目指します。また、ベンチマーク構
成国以外の国の株式へ投資を行うこともあります。
＊米ドルベースのＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み）
　を委託会社が円換算したものです。

委託会社は、信託契約の一部を解約することにより、
信託財産の純資産総額が、30億円を下回ることと
なった場合等には、受託会社と合意のうえ、あらかじ
め監督官庁に届け出ることにより、この信託契約を解
約し、信託を終了させることができます。

純資産総額に対して 年率2.002％ （税抜 1.82％）ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インクの運用ノウ
ハウを活用します。
■マザーファンドにおける運用指図にかかる権限を
　ティー・ロウ・プライス・アソシエイツ・インクへ委託
　します。

実質外貨建資産については、原則として為替ヘッジ
は行いません。

インターナショナル株式マザーファンド受益証券
（マザーファンドは、海外の株式を主要投資対象とし
ます。）

※マザーファンドの投資顧問会社（ティー・ロウ・プライス・
　アソシエイツ・インク）への報酬は、委託会社の報酬から
　支弁されます。

組み入れ有価証券の売買の際の売買委託手数料
等、信託財産に関する租税、信託事務の処理に要す
る諸経費（監査費用等）および受託者の立替えた立
替金の利息等は、購入者の負担とし、信託財産中か
ら支弁します。

        販売会社 年率0.85％ （税抜）
        受託会社 年率0.10％ （税抜）

内訳：委託会社 年率0.87％ （税抜）

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ外国株式ファンド」の募集については、委託会社は、金融商品取
引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定
拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成された
ものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合に
は為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。ま
た、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含
みます。）への実質投資割合には制限を設けませ
ん。

外貨建資産への実質投資割合には制限を設けませ
ん。

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベー
ス）

1円以上1円単位

ご購入約定日の基準価額

ありません。

ご売却約定日の基準価額

確定拠出年金向け説明資料
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15.信託財産留保額 22.委託会社
ありません。 三井住友ＤＳアセットマネジメント株式会社

16.収益分配
23.受託会社

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行います。）

17.お申込不可日等
24.基準価額の主な変動要因等
① 株式市場リスク

18.課税関係
② 信用リスク

19.損失の可能性

③ 為替変動リスク

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法 ④ カントリーリスク

解約価額×保有口数

(20250214)

海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経
済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更
等によって投資した資金の回収が困難になること
や、その影響により投資する有価証券等の価格が大
きく変動することがあり、基準価額が下落する要因と
なります。

内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響
により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額
が下落する要因となります。また、個々の株式の価格
はその発行企業の事業活動や財務状況等によって
変動し、株価が下落した場合はファンドの基準価額
が下落する要因となります。

ファンドが投資している有価証券や金融商品におい
て債務不履行が発生あるいは懸念される場合、また
はその発行体が経営不安や倒産等に陥った場合に
は、当該有価証券や金融商品の価格が下がったり、
投資資金を回収できなくなったりすることがあります。
これらはファンドの基準価額が下落する要因となりま
す。

外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けま
す。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通
貨ベースで上昇する場合であっても、当該現地通貨
が対円で下落する（円高となる）場合、円ベースでの
評価額が下落し、基準価額が下落することがありま
す。

（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行います。）

再信託受託会社：株式会社日本カストディ銀行

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

大和住銀ＤＣ外国株式ファンド

本商品は元本確保型の商品ではありません

年１回の決算時(原則として11月19日）に収益分配方
針に基づき収益分配を行います。分配金は、自動的
に再投資されます。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ外国株式ファンド」の募集については、委託会社は、金融商品取
引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確定
拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたも
のであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には
為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。また、
資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。

取引所における取引の停止その他やむを得ない事情
があるときは、委託会社の判断でファンドの受益権の
取得申込・解約請求を中止等する場合があります。ま
た、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求ができ
ない場合がありますので運営管理機関にお問い合わ
せください。

確定拠出年金制度上、運用益は非課税となります。

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等によ
り、下落する場合があります。したがって、購入者のみ
なさまの投資元本が保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被ることがあります。また、
運用により信託財産に生じた損益はすべて購入者の
みなさまに帰属します。

注：解約価額が１００００口あたりで表示されている場合
　　は１００００で除してください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保
険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象で
はありません。
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⑤ 流動性リスク

⑥ ベンチマークに関する留意点

⑦ ファミリーファンド方式にかかる留意点

⑧ 換金制限等に関する留意点

(20250214)

有価証券等を大量に売買しなければならない場合、
あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があ
り、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等
に、十分な数量の売買ができなかったり、通常よりも
不利な価格での取引を余儀なくされることがありま
す。これらはファンドの基準価額が下落する要因とな
ります。

当ファンドは、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込
み、円換算ベース）をベンチマークとします。当ファン
ドの投資成果は、ベンチマークを上回る場合がある
一方で下回る場合もあります。したがって、当ファンド
はベンチマークに対して一定の成果をあげることを保
証するものではありません。

当ファンドは「ファミリーファンド方式」により運用する
ため、当ファンドと同じマザーファンドを投資対象とす
る他のベビーファンドに追加設定・一部解約により資
金の流出入が生じた場合、その結果として、当該マ
ザーファンドにおいても組入有価証券の売買等が生
じ、当ファンドの基準価額に影響を及ぼすことがあり
ます。

ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金
を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場に
おいて市場環境が急変した場合等に、一時的に組
入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる
価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリ
スクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可
能性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既
に受け付けた換金申込みが取り消しとなる可能性、
換金代金のお支払いが遅延する可能性等がありま
す。

大和住銀ＤＣ外国株式ファンド
投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「大和住銀ＤＣ外国株式ファンド」の募集については、委託会社は、金融商品
取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、確
定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成され
たものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合
には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。
また、資金動向、市場動向等によっては投資方針通りの運用ができない場合があります。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。
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投資信託証券を通じて、インド企業の株式等に投資しま

す。信託財産の長期的な成長を目標に運用を行ないます。 

 

 

 

ブラックロック・グループが運用する投資信託証券への

投資を通じて、インド企業の株式および株式関連証券ま

たはインドにおいて重要な事業展開を行なうインド以

外の企業の株式等に投資を行ないます。 

 

 

 

・投資信託証券および短期金融商品（短期運用の有価証券

を含みます。）以外への直接投資は行ないません。 

・投資信託証券への投資割合には制限を設けません。 

・外貨建資産への投資割合には制限を設けません。 

 

 

 

ありません。 

 

 

 

2005 年 12 月 13 日 

 

 

 

無期限 

 

 

 

信託期間中に、受益権の口数が 30 億口を下回ることと

なった場合、やむを得ない事情が発生したとき等は、受

託会社と合意のうえ、償還する場合があります。 

 

 

 

年 1 回：12 月 10 日 

（休業日の場合は翌営業日） 

 

 

 

ファンドの実質的な運用管理費用（Ａ＋Ｂ）は、ファン

ドの純資産総額に対して年 1.784％（税抜 1.690％）程

度となります。 

（Ａ）当ファンドの運用管理費用（信託報酬） 

ファンドの純資産総額に対し年 1.034％（税抜 0.94％）

の率を乗じて得た額 

（Ｂ）投資する投資信託証券に係る報酬等 

主要投資対象ファンドの運用管理費用（投資対象ファン

ドから支払われます。） 年 0.75％ 

 

 

 

目論見書の作成費用、運用報告書の作成費用、ファンド

の財務諸表監査に関する費用等の諸費用について、ファ

ンドの純資産総額の年 0.11％（税抜 0.10％）を上限と

して、ファンドから支払うことができます。 

ファンドの諸経費、外貨建資産の保管費用等について、

その都度、ファンドから支払われます。 

また、主要投資対象ファンドに係る保管報酬および事務

処理に要する諸費用等並びに副次的投資対象ファンド

の報酬等が別途投資対象ファンドから支払われます。 

 

 

 

1 円以上 1円単位 

 

 

 

ご購入約定日の翌営業日の基準価額 

 

 

 

ありません。 

 

 

 

ご売却約定日の翌営業日の基準価額 

 

 

 

ありません。 

 

 

 

毎決算時に基準価額水準等を勘案して分配します。 

ただし、分配対象額が小額の場合には分配を行なわない

場合があります。分配金は、自動的に再投資されます。 

 

 

信託報酬 

の配分 

委託会社 販売会社 受託会社 

年 0.055％  

(税抜 0.05％) 

年 0.935％  

(税抜 0.85％) 

年 0.044％  

(税抜 0.04％) 

1.投資方針 

2.主要投資対象 

3.主な投資制限 

4.ベンチマーク 

5.信託設定日 

6.信託期間 

7.償還条項 

8.決算日 

9.信託報酬 

11.お申込単位 

13.お申込手数料 

14.ご解約価額 

15.信託財産留保額 

16.収益分配 

12.お申込価額 

10.信託報酬以外のコスト 
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■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「ブラックロック・インド株ファンド」の募集については、委託会社は、金融商
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・お申込日が主要投資対象ファンドの休業日（ルクセンブ

ルグの銀行の休業日、12 月 24 日、その他の受付不可日）

に該当する場合には、取得申込または一部解約請求の各

受付けはできません。確定拠出年金制度上、お取扱いで

きない場合がありますので、運営管理機関にお問合せ下

さい。 

・金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の

停止、主要投資対象ファドの取引停止、決済機能の停止

その他やむを得ない事情があるときは、委託会社の判断

により取得申込または解約請求の受付を中止すること

および既に受け付けた取得申込または解約請求を取り

消すことがあります。 

 

 

 

確定拠出年金制度上、運用益に対しては課税されません。 

 

 

 

投資信託は株式・債券など値動きのある証券等に投資し

ますので、市場環境等により基準価額が下落した場合、

損失を被ることがあります。また、これらの運用実績に

よる損益は、加入者等のみなさまに帰属します。 

 

 

 

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険機

構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 

 

 

 

加入者の持分＝解約価額×保有口数 

（*基準価額・解約価額が 10,000 口あたりで表示されて

いる場合は、10,000 で除してください。） 

 

 

 

ブラックロック・ジャパン株式会社（信託財産の運用指

図等を行ないます。） 

 

 

 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託財産の保管・管理等を行ないます。） 

 

 

 

 

 

当ファンドは、主としてインドの企業の株式に投資を行

ないますが、主として以下に掲げる要因等により基準価

額が大きく変動する場合がありますので、お申込者はこ

の点を充分にご理解頂いたうえ、当ファンドのお申込み

を行なってください。なお、当ファンドは、金融機関の

預金とは異なり、元金が保証されている商品ではなく、

信託財産に生じた利益及び損益はすべて加入者等の皆

様に帰属します。 

 

（１）インド株式投資のリスク 

当ファンドは、主としてインドの企業の株式に投資しま

す。したがって、インドの経済状況、株式市場動向また

は組入株式の発行会社の経営・財務状況に応じて組入株

式の株価および配当金が変動し、当ファンドの運用成果

に影響を与えます。 

 

（２）為替変動リスク 

当ファンドの基準価額は円建てで表示されますが、円以

外の外貨建資産に投資します。原則として、外貨建資産

については、為替ヘッジを行ないません。したがって、

為替レートの変動が当ファンドの運用成果に影響を与

えます。 

 

（３）カントリー・リスク 

当ファンドは、インドの企業の株式を実質的な投資対象

としています。インドなどのエマージング諸国の経済は、

先進諸国に比べて不安定であり、その証券市場を取り巻

く社会的・経済的環境はより不透明な場合が多く、エマ

ージング諸国の政府は自国経済を規制または監督する

うえで大きな影響力を行使することがあります。したが

って、主として先進国市場に投資する場合に比べて、投

資先の国の政治・経済事情、通貨・資本規制等の要因に

より、より大幅に株価が変動することが考えられ、それ

に伴い当ファンドの運用成果に影響を与えます。さらに、

政府当局による海外からの投資規制など数々の規制が

緊急に導入されたり、あるいは政策の変更等により証券

市場が著しい悪影響を被る可能性もあります。新興国に

おいては、先進国と比較して、証券の決済、保管等にか

かる制度やインフラストラクチャーが未発達であった

り、証券の売買を行う当該国の仲介業者等の固有の事由

等により、決済の遅延、不能等が発生する場合も想定さ

れます。そのような場合、ファンドの運用成果に影響を

与えます。 

実質的な投資対象である株式が上場または取引されて

いる新興国の税制は先進国と異なる場合があります。イ

ンドの金融商品取引所で取引されている株式は、インド

21.持分の計算方法 

22.委託会社 

23.受託会社 

24.基準価額の主な変動要因等 
17.お申込不可日等 

18.課税関係 

19.損失の可能性 

20.セーフティーネットの有無 
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値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用

成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。 
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本商品は元本確保型の商品ではありません 

の税制にしたがって課税されます。また、外国人機関投

資家の保有比率等に制限のある銘柄を投資対象とする

場合には、運用上の制約を受ける場合があります。イン

ドの証券取引所で取引されている株式は、株式を売却し

た場合、保有期間に応じたキャピタル・ゲイン税（売却

益にかかる税金）等が課されます。これらの税負担や契

約関連費用は、原則としてファンドが実質的に負担する

ことになるため、基準価額に影響を及ぼします。 

 

（４）デリバティブ取引のリスク 

当ファンドは、先物・オプション取引などのデリバティ

ブ取引を用いることができます。このような投資手法は

現物資産への投資に代わって運用の効率を高めるため、

または証券価格、市場金利等の変動による影響から当フ

ァンドを守るために用いられます。デリバティブ取引を

用いた結果、コストとリスクが伴い、当ファンドの運用

成果に影響を与えます。また、デリバティブ取引は必ず

用いられるわけでなく、用いられたとしても本来の 

目的を達成できる保証はありません。 









1.投資方針 2.主要投資対象

3.主な投資制限

4.ベンチマーク
ボベスパ指数（配当込み、円換算）

5.信託設定日
2008年3月28日

6.信託期間
無期限

7.償還条項

8.決算日
毎年3、6、9、12月の各20日（休業日の場合翌営業日）

9.運用管理費用（信託報酬）
純資産総額に対して年率1.848％(税抜1.68％)

本商品は元本確保型の商品ではありません

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

ダイワ・ブラジル株式ファンド

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

ダイワ・ブラジル株式マザーファンドの受益証券
※ダイワ・ブラジル株式マザーファンドは、ブラジルの金融商品
取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登
録予定を含みます。）ならびにブラジルの企業のDR（預託証券）
を主要投資対象とします。

①マザーファンドの受益証券への投資割合には、制限を設けま
せん。
②株式への実質投資割合には、制限を設けません。
③外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。

委託会社は、受益権の口数が30億口を下ることとなった場合も
しくはこの信託契約を解約することが受益者のため有利であると
認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社
と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることが
できます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、解約し
ようとする旨を監督官庁に届出ます。

イ．主としてマザーファンドの受益証券を通じてブラジルの株式
(＊)に投資し、中長期的にベンチマーク（ボベスパ指数（円換
算）以下同じ。）を上回る投資成果をめざして運用を行ないま
す。
（＊）株式…DR（預託証券）を含みます。以下同じ。
ロ．経済情勢や業界動向等の分析を行なうとともに、個別企業の
ファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等を総合的に
勘案してポートフォリオを構築します。
ハ．マザーファンドにおける外貨建資産の運用にあたっては、ダ
イワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッドに運用の指図にか
かる権限を委託します。ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リ
ミテッドは、当該外貨建資産の運用について、イタウUSAアセット
マネジメントの助言を受けます。
ニ．マザーファンドの受益証券の組入比率は、通常の状態で信
託財産の純資産総額の90％程度以上とすることを基本としま
す。
ホ．為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行
ないません。
ヘ．デリバティブ取引（法人税法第61条の5で定めるものをいい
ます。）は、信託財産の資産または負債にかかる価格変動、金
利変動および為替変動により生じるリスクを減じる目的ならびに
投資の対象とする資産を保有した場合と同様の損益を実現する
目的以外には利用しません。

・ダイワ・ブラジル株式マザーファンドの投資方針
イ．主としてブラジルの株式に投資し、中長期的にベンチマーク
を上回る投資成果をめざして運用を行ないます。
ロ．経済情勢や業界動向等の分析を行なうとともに、個別企業の
ファンダメンタルズ、成長性、株価バリュエーション等を総合的に
勘案してポートフォリオを構築します。
ハ．外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・アセット・マネジメ
ント（アメリカ）リミテッドに運用の指図にかかる権限を委託しま
す。ダイワ・アセット・マネジメント（アメリカ）リミテッドは、当該外貨
建資産の運用についてイタウUSAアセットマネジメントの助言を
受けます。
ニ．株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額
の80％程度以上に維持することを基本とします。
ホ．為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行
ないません。

※当初設定日直後、大量の追加設定または解約が発生したと
き、市況の急激な変化が予想されるとき、償還の準備に入ったと
き等ならびに信託財産の規模によっては、上記の運用が行なわ
れないことがあります。 ＊上記の信託報酬の配分には、別途消費税率を乗じた額がか

かります。

信託報酬を対価とする役務の内容は、配分先に応じて、それぞ
れ以下のとおりです。
委託会社：ファンドの運用と調査、受託会社への運用指図、基
準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
販売会社：運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド
の管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対
価
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委託会社

販売会社

（各販売会社の取
扱純資産総額に

応じて）

受託会社

100億円以下の部分 年率0.80％（税抜）

100億円超
300億円以下の部分

年率0.85％（税抜）

300億円超の部分 年率0.90％（税抜）

年率1.68％（税抜）から販売

会社、受託会社分を除いた

額

年率0.08％（税抜）



10.運用管理費用（信託報酬）以外のコスト 17.お申込不可日等

18.課税関係
確定拠出年金制度上は運用益は非課税となります。

19.損失の可能性

20.セーフティーネットの有無

21.持分の計算方法

22.委託会社

23.受託会社
11.お申込単位

1円以上1円単位

12.お申込価額 24.基準価額の主な変動要因等
ご購入約定日の基準価額

13.お申込手数料
ありません。

14.ご解約価額
ご売却約定日の基準価額

15.信託財産留保額
ありません。

16.収益分配

基準価額は、後述の基準価額の主な変動要因等により、下落す
る場合があります。したがって、購入者のみなさまの投資元本が
保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
ることがあります。また、運用により信託財産に生じた損益はす
べて購入者のみなさまに帰属します。

大和アセットマネジメント株式会社
（信託財産の運用指図、受益権の発行等を行ないます）

解約価額×保有口数
注：解約価額が10,000口あたりで表示されている場合は
10,000で除してください。

投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険・貯金保
険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

サンパウロ証券取引所またはニューヨーク証券取引所のいずれ
かの休業日と同じ日付の日を申込受付日とする受益権の取得
および換金の申込みの受付けは行ないません。金融商品取引
所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを
得ない事情（投資対象国における非常事態による市場の閉鎖ま
たは流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害
等）が発生した場合には、購入、換金の申込みの受付けを中止
すること、すでに受付けた購入の申込みを取消すことがありま
す。また、確定拠出年金制度上、取得申込・解約請求を取扱い
できない場合がありますので運営管理機関にお問い合わせくだ
さい。

三井住友信託銀行株式会社
（信託財産の保管・管理を行ないます）

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

①　信託財産において資金借入れを行なった場合、当該借入
金の利息は信託財産中より支弁します。
②　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、
受託会社の立替えた立替金の利息および信託財産にかかる監
査報酬ならびに当該監査報酬にかかる消費税等に相当する金
額は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。
③　信託財産に属する有価証券等に関連して発生した訴訟係
争物たる権利その他の権利に基づいて益金が生じた場合、当
該支払いに際して特別に必要となる費用（データ処理費用、郵
送料等）は、受益者の負担とし、当該益金から支弁します。
④　信託財産で有価証券の売買を行なう際に発生する売買委
託手数料、当該売買委託手数料にかかる消費税等に相当する
金額、先物取引・オプション取引等に要する費用、信託財産に
属する資産を外国で保管する場合の費用は、信託財産中より支
弁します。

（※）「運用管理費用（信託報酬）以外のコスト」については、運
用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すこ
とができません。
　手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりま
すので、表示することができません。

＜マザーファンドより支弁する手数料等＞
　信託財産に関する租税（ブラジル市場における金融取引税
（注）を含みます。）、有価証券売買時の売買委託手数料、先物
取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する
場合の費用等を支弁します。
（注）ブラジル国内株式投資に伴い、ブラジル・レアルを取得す
る為替取引に対しては金融取引税が課されます。なお、2024年
12月末日現在、税率は0％です。ブラジルにおける当該関係法
令等が改正された場合には、前記の取扱いが変更されることが
あります。

ダイワ・ブラジル株式ファンド

本商品は元本確保型の商品ではありません

■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

毎年3、6、9、12月の各20日（休業日の場合翌営業日）に決算を
行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。収
益分配金は、自動的に再投資されます。

＜価額変動リスク＞
　当ファンドは、株式など値動きのある証券（外国証券には為替
リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は大きく変動し
ます。したがって、投資元本が保証されているものではなく、これ
を割込むことがあります。委託会社の指図に基づく行為により信
託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属しま
す。
　投資信託は預貯金とは異なります。
　投資者のみなさまにおかれましては、当ファンドの内容・リスク
を十分ご理解のうえお申込み下さいますよう、よろしくお願い申
上げます。
　基準価額の主な変動要因については、次のとおりです。
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■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の
内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しま
すので、基準価額は大きく変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託を
ご購入のお客様に帰属します。■当資料は、大和アセットマネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて、運営管理機関によって作成され
ましたが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

①　株価の変動（価格変動リスク・信用リスク）
　株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を
反映して変動します。株価は、短期的または長期的に大きく下
落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥った場
合には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘
柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因とな
り、投資元本を割込むことがあります。
　当ファンドの基準価額は、株価変動の影響を大きく受けます。
　新興国の証券市場は、先進国の証券市場に比べ、一般に市
場規模や取引量が小さく、流動性が低いことにより本来想定され
る投資価値とは乖離した価格水準で取引される場合もあるなど、
価格の変動性が大きくなる傾向が考えられます。
②　外国証券への投資に伴うリスク
イ．為替リスク
　外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動のほか、
当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を受けます。為
替レートは、各国の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需
給その他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨
建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ
場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込む
ことがあります。
　特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することが
あり、先進国と比較して、相対的に高い為替変動リスクがありま
す。
　当ファンドにおいて、保有実質外貨建資産については、為替
変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則として行ないませ
ん。そのため、基準価額は為替レートの変動の影響を直接受け
ます。
ロ．カントリー・リスク
　投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市
場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな規制が設け
られた場合には、基準価額が予想外に下落したり、方針に沿っ
た運用が困難となることがあります。新興国への投資には、先進
国と比べて大きなカントリー・リスクが伴います。
　新興国の経済状況は、先進国経済に比較して脆弱である可能
性があります。そのため、当該国のインフレ、国際収支、外貨準
備高等の悪化、また、政治不安や社会不安あるいは他国との外
交関係の悪化などが株式市場や為替市場に及ぼす影響は、先
進国以上に大きいものになることが予想されます。さらに、政府
当局による海外からの投資規制など数々の規制が緊急に導入
されたり、あるいは政策の変更等により証券市場が著しい悪影
響を被る可能性もあります。
　新興国においては、先進国と比較して、証券の決済、保管等
にかかる制度やインフラストラクチャーが未発達であったり、証券
の売買を行なう当該国の仲介業者等の固有の事由等により、決
済の遅延、不能等が発生する可能性も想定されます。そのような
場合、ファンドの基準価額に悪影響が生じる可能性があります。
　実質的な投資対象である株式が上場または取引されている新
興国の税制は先進国と異なる面がある場合があります。また、税
制が変更されたり、あるいは新たな税制が適用されることにより、
基準価額が影響を受ける可能性があります。

③　その他
イ．解約申込みがあった場合には、解約資金を手当てするため
組入証券を売却しなければならないことがあります。その際、市
場規模や市場動向によっては市場実勢を押下げ、当初期待さ
れる価格で売却できないこともあります。この場合、基準価額が
下落する要因となります。
ロ．ファンド資産をコール・ローン、譲渡性預金証書等の短期金
融資産で運用する場合、債務不履行により損失が発生すること
があります（信用リスク）。この場合、基準価額が下落する要因と
なります。
ハ．ブラジル国内株式投資に伴い、ブラジル・レアルを取得する
為替取引に対しては金融取引税が課され、基準価額を下落さ
せる要因となります。
　なお、2024年12月末日現在、税率は0％です。
※ブラジルにおける当該関係法令等が改正された場合には、前
記の取扱いが変更されることがあります。

ダイワ・ブラジル株式ファンド

投資信託協会分類：追加型投信/海外/株式

本商品は元本確保型の商品ではありません

確定拠出年金向け説明資料
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◆商品実績編◆  
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基準日 2025年3月31日

フィデリティ投信株式会社

◆ファンドの特色

◆基準価額、純資産総額 ◆基準価額の推移グラフ
基準価額 37,004 円
純資産総額 5,149.4億円

◆資産構成
(2025年2月28日現在）

株式
東証プライム 96.79%
東証スタンダード 1.67%
東証グロース 0.46%
その他市場 -  

株式実質 98.92%
 -

現金等 1.08%
＊比率は純資産総額対比

◆ファンド(分配金再投資)とベンチマークの収益率とリスク(標準偏差) (2025年3月末現在）
3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 5年 10年 設定来
-5.27% -2.00% -6.00% 7.03% 12.85% 6.87% 4.97%
-3.44% 1.81% -1.55% 13.77% 16.37% 8.07% 4.67%

-1.83% -3.81% -4.45% -6.74% -3.53% -1.20% 0.29%

8.35% 12.18% 13.84% 15.72% 19.00%
7.35% 11.14% 12.34% 14.48% 16.81%

 *ファンド(分配金再投資)の収益率とは、当ファンドの決算時に収益の分配金があった場合に、その分配金で当ファンドを購入(再投資)した場合の収益率です。

 *収益率・リスクともに月次収益率より算出。なお設定日が月中の場合、設定日が属する月の月次収益率は含んでいません。

 *収益率は期間が１年以上の場合は年率、期間が１年未満のものについては年率換算しておりません。

◆組入上位５業種 (2025年2月28日現在） ◆組入上位１０銘柄 (2025年2月28日現在）
（組入銘柄数：  171 )

ファンドの ベンチマーク ファンドの ベンチマーク

ウェイト のウェイト ウェイト のウェイト

1 電気機器 20.54% 17.89% 1 5.20% 3.37%
2 銀行業 10.98% 9.18% 2 4.81% 3.14%
3 輸送用機器 8.30% 7.32% 3 4.22% 2.52%
4 小売業 6.65% 4.43% 4 3.75% 2.04%
5 卸売業 5.63% 6.50% 5 2.91% 1.24%

＊ファンドのウェイトは当ファンドの対純資産総額比です。 6 2.90% 1.85%
7 2.89% 1.55%

8 2.66% 3.74%

9 2.64% 1.33%

10 2.46% 0.29%

上位10銘柄合計 34.44%
＊ファンドのウェイトは当ファンドの対純資産総額比です。

I 011227-2

ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟ
三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

東京海上ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

豊田自動織機

日立製作所
三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ
伊藤忠商事
ﾘｸﾙｰﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
ｷｰｴﾝｽ
ﾄﾖﾀ自動車

差異

ファンドリスク（分配金再投資）
ベンチマークリスク

業種 銘柄名

フィデリティ・日本成長株・ファンド

投資信託･投資証券

ファンド収益率(分配金再投資)
ベンチマ－ク収益率

0

3,000

6,000

9,000
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15,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

98/4 04/12 11/9 18/6 25/3

純資産総額右軸

累積投資額（基準価額）

ベンチマーク
基 準 価 額 37,004円

（円）

確定拠出年金向け説明資料

元本確保型の商品ではありません

(億円)

※累積投資額は､ファンド設定時に10,0 00円でスタートしてからの収益分配金を再投資した実績評価額です｡

ただし､収益分配金にかかる税金は考慮していません。

ベンチマークはファンド設定日前日を10, 000円として計算しています。

※基準価額は運用管理費用控除後のものです。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「フィデリティ・日本成長株・ファンド｣の募集について
は、委託会社は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しており
ます。■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商
品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株
式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動しま
す。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属しま
す。■当資料は、フィデリティ投信株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性
を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではあり
ません。■TOPIX（配当込）は、日本の株式市場を広範に網羅するとともに投資対象としての機能性を有するマーケット・ベン
チマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出されており、配当を考慮したものです。東証株価指数（TOPIX）（以
下「TOPIX」という。）の指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以
下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ及び
TOPIXに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又
は中断に対し、責任を負いません。

（設定時）

* 各々のグラフ､表にある比率は､それぞれの項目を四捨五入して表示しています。

・主な投資対象 ･･････ 国内株式
・ベンチマーク ･･････ TOPIX（配当込）
・目標とする運用成果 ･････長期的にベンチマークを上回る運用成果をあげることを目標とします



基準日

     <リターン実績表> 単位％

年月 リターン 年月 リターン 年月 リターン 年月 リターン

2025年3月 0.37 2022年3月 3.52 2019年3月 1.21 2016年3月 7.13
2025年2月 -4.88 2022年2月 -2.49 2019年2月 4.18 2016年2月 -8.56
2025年1月 -0.77 2022年1月 -10.48 2019年1月 6.42 2016年1月 -7.41

2024年12月 4.08 2021年12月 1.53 2018年12月 -12.49 2015年12月 -2.06
2024年11月 -0.90 2021年11月 -2.64 2018年11月 2.33 2015年11月 3.16
2024年10月 0.30 2021年10月 -0.28 2018年10月 -13.87 2015年10月 11.55
2024年9月 -1.03 2021年9月 3.43 2018年9月 4.13 2015年9月 -7.40
2024年8月 -4.16 2021年8月 6.08 2018年8月 -0.84 2015年8月 -6.55
2024年7月 -0.62 2021年7月 -2.01 2018年7月 -0.14 2015年7月 -0.07
2024年6月 1.94 2021年6月 2.60 2018年6月 -1.40 2015年6月 -2.30
2024年5月 0.92 2021年5月 1.15 2018年5月 -0.79 2015年5月 6.04
2024年4月 -1.09 2021年4月 -2.44 2018年4月 0.69 2015年4月 1.72

2024年3月 3.88 2021年3月 4.33 2018年3月 -1.23
2024年2月 3.74 2021年2月 0.06 2018年2月 -3.89
2024年1月 5.86 2021年1月 -0.11 2018年1月 2.08

2023年12月 -0.03 2020年12月 2.37 2017年12月 1.62
2023年11月 5.63 2020年11月 11.84 2017年11月 2.97
2023年10月 -3.21 2020年10月 -1.62 2017年10月 5.64
2023年9月 -2.50 2020年9月 3.89 2017年9月 4.32
2023年8月 -0.02 2020年8月 7.02 2017年8月 1.11
2023年7月 0.37 2020年7月 -0.75 2017年7月 1.03
2023年6月 5.56 2020年6月 2.02 2017年6月 2.14
2023年5月 3.29 2020年5月 7.79 2017年5月 4.94
2023年4月 2.50 2020年4月 8.03 2017年4月 1.64

2023年3月 2.79 2020年3月 -7.22 2017年3月 0.64
2023年2月 0.17 2020年2月 -10.60 2017年2月 -0.18
2023年1月 5.05 2020年1月 -1.75 2017年1月 1.38

2022年12月 -7.44 2019年12月 1.78 2016年12月 2.67
2022年11月 2.95 2019年11月 3.44 2016年11月 2.62
2022年10月 5.81 2019年10月 5.83 2016年10月 4.44
2022年9月 -5.76 2019年9月 6.43 2016年9月 1.64
2022年8月 1.86 2019年8月 -3.27 2016年8月 -2.73
2022年7月 5.07 2019年7月 0.84 2016年7月 4.85
2022年6月 -2.48 2019年6月 2.51 2016年6月 -7.49
2022年5月 -0.12 2019年5月 -6.27 2016年5月 4.29
2022年4月 -4.55 2019年4月 3.29 2016年4月 -0.54

※リターンは、分配金込み基準価額の月次騰落率を掲載

2025年3月31日

設定日1998年4月1日

フィデリティ・日本成長株・ファンド

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■「フィデリティ・日本成長株・ファンド｣の募集については、
委託会社は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。
■当資料は、確定拠出年金法第２４条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内
容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など
値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。し
たがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。■
当資料は、フィデリティ投信株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証
するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありませ
ん。

確定拠出年金向け説明資料



◆ファンドの特色

・主な投資対象 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ベンチマーク ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・目標とする運用成果 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

◆基準価額・純資産総額 ◆基準価額の推移グラフ
基準価額 21,231円
純資産総額 806.69億円

◆資産構成
株式 88.46%

国内株式 85.59%
海外株式 2.87%

投資証券 -

海外投資証券 -

現金等 11.54%

合計 100.00%

◆市場別構成比率
市場 組入比率

80.26%
2.82%
2.50%
2.87%

11.54%

100.00%

◆ファンド（分配金再投資）と参考指標の収益率とリスク（標準偏差）

※収益率・リスクともに月次収益率より算出。なお設定日が月中の場合、設定日が属する月の月次収益率は含んでいません。（設定来は設定月末を起点として算出）　

※収益率は期間が1年以上の場合は年率換算しており、期間が1年未満のものについては年率換算しておりません。

※当初設定来収益率は2019年1月末基準分までは年率換算しておりません。2019年2月末基準分より年率換算した数値を併記しております。

◆ 業種別配分上位 ◆ 組入上位１０銘柄 組入銘柄数： 182

組入比率 組入比率

1 17.22% 1 3.83%

2 10.23% 2 3.72%

3 9.09% 3 2.64%

4 5.78% 4 2.03%

5 5.56% 5 1.91%

6 5.30% 6 1.72%

7 4.49% 7 1.67%

8 4.38% 8 1.65%

9 3.67% 9 1.63%

10 2.78% 10 1.57%
※国内株式における上位業種を東証33業種分類に準じて表示しています。 組入上位10銘柄計 22.38%

※海外株式、海外投資証券については、「その他海外株」として表示しています。

銀行業

建設業

輸送用機器

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、
加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託のお取引は、金利、通貨の価
格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動を直接の原因として損失が生じることとなるおそれがあり、基準価額の下落により元本欠損が生じる可能性があります。信託
財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は、預金等や保険契約とは異なります。■当資料は作成日における信頼できる情報に基づき作成しております
が、内容の正確性・完全性を保証するものではなく、また記載されている内容は予告なく変更される場合があります。

※「資産構成」「市場別構成比率」「業種別配分上位」「組入上位10銘柄」は、それぞれマザーファンド対純資産比率を表示しております。「資産構成」の株式には新株予約権を含む場合
があります。「投資証券」はREIT（不動産投資信託）等です。
※TOPIXの指数値およびTOPIXに係る標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値
の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIXに係る標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出または公表の
誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。当ファンドは、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、当ファンドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかな
る損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

川崎重工業

小売業 その他金融業オリックス

電気機器 電気機器ソニーグループ

フジ・メディア・ホールディングス

富士通

輸送用機器

情報・通信業 情報・通信業

銀行業 銀行業三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

東京海上ホールディングス

みずほフィナンシャルグループ

電気機器

保険業

機械

合計
※ひふみ年金の当初設定日の前営業日（2016年9月30日）を10,000円として指数化し、
　基準価額とTOPIX（配当込み）のグラフや運用成績の表を作成しています。

業種業種 銘柄名

サービス業

グロース市場

基準日 2025年3月31日

レオス・キャピタルワークス株式会社

ひふみ年金

国内外の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場予定および店頭登録予定を含みます）に投資す
るひふみ投信マザーファンドの受益証券を主要投資対象とします。

受益者の長期的な資産形成に貢献するために、円貨での信託財産の長期的な成長を図ることを目的として、マ
ザーファンドの受益証券を通じて国内外の株式に投資することにより積極運用を行ないます。

プライム市場
スタンダード市場

設けておりませんが、参考指標としてTOPIX（配当込み）を掲載します。

その他海外株
現金等

卸売業 電気機器

保険業 保険業第一生命ホールディングス

キーエンス

確定拠出年金向け説明資料

元本確保型の商品ではありません
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25,000
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16/09/30 17/09/30 18/09/30 19/09/30 20/09/30 21/09/30 22/09/30 23/09/30 24/09/30

純資産総額：右軸 基準価額：左軸 TOPIX（配当込み）：左軸（円） （億円）

年率換算
-4.26% -1.54% -8.62% 7.30% 10.52% ----- 8.94% 105.59%
-3.44% 1.81% -1.55% 13.77% 16.37% ----- 10.59% 133.30%
-0.82% -3.34% -7.07% -6.47% -5.85% ----- -1.65% -27.71%
----- ----- 8.23% 10.69% 12.79% ----- 13.95%
----- ----- 7.35% 11.14% 12.34% ----- 13.22%

ファンドリスク
参考指標リスク

10年間
当初設定来

ファンド収益率(分配金再投資)
参考指標収益率

差異

3カ月間 6カ月間 1年間 3年間 5年間



単位　％

年月 リターン
設定来 105.59

当初設定日：2016年10月3日

年月 リターン 年月 リターン 年月 リターン 年月 リターン

2025年3月 0.30 2022年3月 4.38 2019年3月 0.47
2025年2月 -4.81 2022年2月 -0.90 2019年2月 4.79
2025年1月 0.28 2022年1月 -11.72 2019年1月 6.57

2024年12月 3.71 2021年12月 1.36 2018年12月 -13.27
2024年11月 -0.80 2021年11月 -4.37 2018年11月 1.91
2024年10月 -0.03 2021年10月 -1.00 2018年10月 -12.10
2024年9月 -1.30 2021年9月 2.17 2018年9月 2.86
2024年8月 -2.63 2021年8月 3.66 2018年8月 -0.03
2024年7月 -2.47 2021年7月 -2.50 2018年7月 -1.46
2024年6月 1.74 2021年6月 3.49 2018年6月 -0.14
2024年5月 0.83 2021年5月 -1.52 2018年5月 1.11
2024年4月 -3.49 2021年4月 -1.71 2018年4月 1.00

2024年3月 4.82 2021年3月 5.06 2018年3月 -0.64
2024年2月 5.19 2021年2月 -0.86 2018年2月 -3.12
2024年1月 7.04 2021年1月 0.04 2018年1月 2.18

2023年12月 -0.18 2020年12月 1.90 2017年12月 4.45
2023年11月 5.39 2020年11月 7.94 2017年11月 3.93
2023年10月 -3.06 2020年10月 -1.67 2017年10月 4.87
2023年9月 -0.11 2020年9月 4.67 2017年9月 3.38
2023年8月 -0.09 2020年8月 6.70 2017年8月 2.41
2023年7月 1.83 2020年7月 -1.52 2017年7月 1.75
2023年6月 5.64 2020年6月 3.06 2017年6月 1.47
2023年5月 3.88 2020年5月 8.22 2017年5月 6.18
2023年4月 1.20 2020年4月 6.53 2017年4月 -0.21

2023年3月 0.63 2020年3月 -2.40 2017年3月 3.18
2023年2月 1.51 2020年2月 -9.96 2017年2月 3.46
2023年1月 2.76 2020年1月 -2.81 2017年1月 2.77

2022年12月 -3.53 2019年12月 1.84 2016年12月 3.51
2022年11月 1.28 2019年11月 3.06 2016年11月 0.30
2022年10月 3.82 2019年10月 5.35 2016年10月 3.27
2022年9月 -4.14 2019年9月 3.79
2022年8月 1.95 2019年8月 -5.42
2022年7月 2.15 2019年7月 2.24
2022年6月 -3.03 2019年6月 2.11
2022年5月 0.54 2019年5月 -5.91
2022年4月 -3.97 2019年4月 2.93

※リターンは月次の騰落率を掲載。

※設定来は設定月末を起点として算出。

※2016年10月は設定日からのリターン。

基準日 2025年3月31日

レオス・キャピタルワークス株式会社

ひふみ年金

<リターン実績表>

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている「運用の方法に係る情報の提供」に基づ
き、加入者のみなさまに対して当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託のお取引は、金利、通貨
の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変動を直接の原因として損失が生じることとなるおそれがあり、基準価額の下落により元本欠損が生じる可能性があります。
信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は、預金等や保険契約とは異なります。■当資料は作成日における信頼できる情報に基づき作成してお
りますが、内容の正確性・完全性を保証するものではなく、また記載されている内容は予告なく変更される場合があります。
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基準日：　2025年3月31日
三井住友DSアセットマネジメント株式会社

◆ファンドの特色

・主な投資対象　　・・・・・・・・・ 外国株式
・ベンチマーク　   ・・・・・・・・・ ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）
・目標とする運用成果　・・・・ ベンチマークを上回る運用成果を目指します

◆基準価額、純資産総額 ◆基準価額の推移グラフ

◆資産構成

◆為替ヘッジ

（注）ファンド、ベンチマークとも、設定日（2001/9/21）の前営業日終値を10,000として指数化しています。

◆ファンド（分配金再投資）とベンチマークの収益率とリスク（標準偏差）

※ファンド収益率（分配金再投資）とは、当ファンドの決算時に収益の分配金があった場合に、その分配金で当ファンドを購入（再投資）した場合の収益率です。

※収益率・リスクともに月次収益率より算出。なお設定日が月中の場合、設定日が属する月の月次収益率は含んでおりません。

※収益率は期間が１年以上の場合は年率、期間が１年未満のものについては年率換算しておりません。

◆株式国別配分上位 ◆株式業種配分上位 ◆株式組入上位10銘柄 （組入銘柄数　76）

銘柄名
ファンドの
ウェイト

国

4.06% アメリカAMAZON.COM INC

ファンドの
ウェイト

為替ヘッジ比率

6ヵ月間
ファンド収益率(分配金再投資)

0.00%

14.49%

3.12%

ベンチマークリスク

-3.71%

10

8
9

2
3

5

7

12.84%
12.75%

6

4

1

現金等 2.26%

17.18%-

6.72%
-8.80%

20.38%17.44% 18.22%

9.99%
-0.23%

15.14%

18.49%15.29%

0.09%
24.73%
-3.73%

5年間
20.99%

設定来
9.75%

10年間

14.69%

-5.48%

16.65%

-2.13%
17.78%

ベンチマーク収益率

差異

-
- -

基準価額

純資産総額

96,073円
1,015.33億円

-2.08%

97.74%
0.00%
97.74%

9.66%
1年間

株式

株式先物

株式実質

-0.59%-10.55%
3ヵ月間 3年間

ファンドリスク（分配金再投資）

-8.42%

アメリカ
イギリス

12.85%

国
ファンドの
ウェイト

業種

1
2

ドイツ
オランダ

金融ｻｰﾋﾞｽ

1.80%
2.55%

ケイマン諸島

台湾
スイス
インド

エネルギー
韓国
イタリア

63.43%
6.61%
5.32%
4.56%
4.18%
2.81%
2.64%

12.70%
9.96%
8.94%
7.41%

1.54%

半導体・半導体製造装置

銀行
ソフトウェア・サービス

メディア・娯楽

7
8
9

7.03%
6.77%
5.98%
5.65%

医薬品・バイオテクノロジー

資本財

3
4
5

一般消費財･ｻｰﾋﾞｽ流通･小売り

10

SCHWAB (CHARLES) CORP
APPLE INC
NVIDIA CORP

家庭用品・パーソナル用品

7
8
9

3.83%

3.43%

3.77%

6

MICROSOFT CORP
META PLATFORMS INC-CLASS A

ELI LILLY & CO
UNILEVER PLC

大和住銀DC外国株式ファンド

2.22%

アメリカ
アメリカ
アメリカ
イギリス
アメリカ

1
2
3

LONDON STOCK EXCHANGE GROUP

KENVUE INC

6

4
5

3.53%
3.50%

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を
目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価
額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属しま
す。■当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではありませ
ん。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。■「ＭＳＣＩコクサイ・インデックス」とは、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．が開発
した株価指数で、日本を除く世界主要国の株価指数を、各国の株式時価総額をベースに合成したものです。「ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（円換算）」とは、米ドル
ベースの「ＭＳＣＩコクサイ・インデックス」を委託者が円に換算したものです。

アメリカ

3.07%
2.54%
2.44%
2.41%

アメリカ
アメリカ
イギリス

10

※比率は実質組入比率（純資産総額対比）

確定拠出年金向け説明資料

元本確保型の商品ではありません

※比率は全て実質組入比率（純資産総額対比）
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純資産総額：右目盛

ベンチマーク：左目盛

基準価額（信託報酬控除後、税引前分配金再投資換算）：左目盛

※業種は世界産業分類基準(GICS)



基準日：

大和住銀DC外国株式ファンド

単位％

設定日　2001年9月21日
リターン リターン リターン リターン

2025年3月 -5.17 2022年3月 7.88 2019年3月 0.21 2016年3月 6.19
2025年2月 -7.13 2022年2月 -0.08 2019年2月 7.19 2016年2月 -4.13
2025年1月 1.57 2022年1月 -9.28 2019年1月 9.45 2016年1月 -12.93

2024年12月 4.71 2021年12月 0.30 2018年12月 -9.87 2015年12月 -1.58
2024年11月 -0.24 2021年11月 -3.10 2018年11月 3.69 2015年11月 2.25
2024年10月 6.40 2021年10月 5.77 2018年10月 -12.04 2015年10月 12.42
2024年9月 0.94 2021年9月 -2.28 2018年9月 -0.07 2015年9月 -7.41
2024年8月 -1.69 2021年8月 2.34 2018年8月 4.59 2015年8月 -8.37
2024年7月 -9.67 2021年7月 -0.59 2018年7月 2.21 2015年7月 4.12
2024年6月 6.52 2021年6月 2.35 2018年6月 1.62 2015年6月 -3.32
2024年5月 2.58 2021年5月 0.01 2018年5月 2.52 2015年5月 3.94
2024年4月 0.56 2021年4月 5.61 2018年4月 2.41 2015年4月 1.22

2024年3月 4.54 2021年3月 0.67 2018年3月 -3.56
2024年2月 7.43 2021年2月 7.43 2018年2月 -2.07
2024年1月 5.54 2021年1月 0.73 2018年1月 3.14

2023年12月 0.94 2020年12月 3.88 2017年12月 2.47
2023年11月 8.97 2020年11月 11.04 2017年11月 2.29
2023年10月 -2.40 2020年10月 0.45 2017年10月 3.23
2023年9月 -3.62 2020年9月 -1.95 2017年9月 3.66
2023年8月 1.77 2020年8月 8.59 2017年8月 -1.18
2023年7月 1.53 2020年7月 6.68 2017年7月 0.61
2023年6月 6.85 2020年6月 5.10 2017年6月 1.69
2023年5月 7.76 2020年5月 8.14 2017年5月 2.16
2023年4月 1.93 2020年4月 11.69 2017年4月 2.04

2023年3月 -0.58 2020年3月 -12.80 2017年3月 2.15
2023年2月 2.04 2020年2月 -6.64 2017年2月 1.80
2023年1月 5.88 2020年1月 2.02 2017年1月 2.21

2022年12月 -5.57 2019年12月 3.93 2016年12月 3.99
2022年11月 -2.41 2019年11月 5.26 2016年11月 8.23
2022年10月 7.54 2019年10月 4.72 2016年10月 1.99
2022年9月 -6.97 2019年9月 0.99 2016年9月 -0.83
2022年8月 0.74 2019年8月 -5.56 2016年8月 0.13
2022年7月 4.60 2019年7月 3.27 2016年7月 8.75
2022年6月 -3.88 2019年6月 2.92 2016年6月 -10.68
2022年5月 -2.80 2019年5月 -7.49 2016年5月 2.54
2022年4月 -7.12 2019年4月 5.08 2016年4月 -0.19

※リターンは、分配金込み基準価額の月次騰落率を掲載

2025年3月31日

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関係政省令に規定され
ている｢運用の方法に係る情報の提供｣に基づき、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目
的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に
投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用に
よる損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが信頼できると判断した諸デー
タに基づいて作成されましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであ
り、今後の成果を保証・約束するものではありません。

<リターン実績表>
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UBSアセット・マネジメント株式会社

◆ファンドの特色

・主な投資対象　　・・・・・・・・・中国株式

・ベンチマーク　　・・・・・・・・・・なし

・目標とする運用成果　・・・・・長期的な成長を目指します。

◆基準価額、純資産総額 　　◆基準価額（分配金再投資）の推移グラフ

基準価額

純資産総額

◆資産構成

2013年4月

現金等 1.2%

＊ウェイトはマザーファンドの純資産総額対比

◆ファンド（分配金再投資）の収益率とリスク（標準偏差）

6ヶ月間 1年間 3年間 5年間 10年間 設定来

10.17% 18.91% 2.64% 3.36% 7.28% 6.36%

- 24.82% 23.63% 21.11% 21.37% 25.46%

＊ファンド（分配金再投資）の収益率とは、当ファンドの決算時に収益の分配金があった場合は、その分配金でファンドを購入（再投資）した場合の収益率です。

＊収益率・リスクともに月次収益率より算出。なお設定日が月中の場合、設定日が属する月の月次収益率は含んでいません。

＊収益率は期間が1年以上の場合は年率、期間が１年未満のものについては年率換算しておりません。

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に係る情報の提供｣

に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、
株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本および運用成果が
保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、その投資信託にご投資頂いている加入者のみなさまに帰属します。■当資料は、UBSアセット・マネ

ジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去
のものであり、今後の成果を保証・約束するものではありません。

-

2025年3月31日

UBS 中国株式ファンド

ファンド収益率（分配金再投資）

ファンドリスク（分配金再投資）

16,685円

59億円

3ヶ月間

2.96%

UBS（Lux）インベス

トメント・シキャブ-

チャイナAオポテュ

ニティ（USD）

38.1%

UBS中国株式（除く

A株）ファンド
60.7%

◆組入上位１０銘柄 （組入れ銘柄数50銘柄）

銘柄名 ｳｪｲﾄ 業種

1 招商銀行 (ﾁｬｲﾅ･ﾏｰﾁｬﾝﾂ･ﾊﾞﾝｸ) 9.2% 金融

2 騰訊 (ﾃﾝｾﾝﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ) 8.1%
コミュニケーション・

サービス

3 網易 (ﾈｯﾄｲｰｽﾞ) 7.4%
コミュニケーション・

サービス

4
アリババ・グループ・ホールディン

グ
5.7%

一般消費財・サー

ビス

5
深ｾﾝ国際控股 (ｼﾝｾﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)
4.7% 資本財・サービス

6 遠東宏信 (ﾌｧｰｲｰｽﾄ･ﾎﾗｲｿﾞﾝ) 4.7% 金融

7 中国平安保険(集団) (ﾋﾟﾝｱﾝ･ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽ) 4.2% 金融

8
福耀玻璃工業集団 (ﾌｰﾔｵ･ｸﾞﾗｽ･ｲﾝﾀﾞｽﾄ

ﾘｰ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ)
4.1%

一般消費財・サー

ビス

9 石薬集団 (CSPCﾌｧｰﾏｽｰﾃｨｶﾙ) 4.1% ヘルスケア

10 貴州茅臺酒 (ｸﾞｲｼﾞｮｳ･ﾏｵﾀｲ) 3.9% 生活必需品

＊ウェイトはマザーファンドの有価証券評価額合計比

確定拠出年金向け説明資料

元本確保型の商品ではありません
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◆市場・種類別構成比

市場・種類 ｳｪｲﾄ
1 香港株 40.8%

2 上海A株 20.3%

3 レッドチップス 15.0%

4 深センA株 11.2%

5 H株 9.5%

6 その他 3.2%

＊ウェイトはマザーファンドの有価証券評価額合計比

◆業種別構成比

業種 ｳｪｲﾄ
1 一般消費財・サービス 19.1%

2 金融 18.7%

3 コミュニケーション・サービス 17.7%

4 ヘルスケア 16.3%

5 生活必需品 13.6%

6 不動産 5.8%

7 資本財・サービス 5.6%

8 情報技術 2.4%

9 素材 0.8%

＊ウェイトはマザーファンドの有価証券評価額合計比



単位％

設定日2007年5月8日
リターン リターン リターン リターン

2025年3月 1.08% 2022年3月 -1.03% 2019年3月 3.50% 2016年3月 6.74%
2025年2月 5.13% 2022年2月 -0.81% 2019年2月 10.63% 2016年2月 -3.18%
2025年1月 -3.12% 2022年1月 -2.52% 2019年1月 9.83% 2016年1月 -16.99%

2024年12月 7.78% 2021年12月 -1.84% 2018年12月 -8.49% 2015年12月 5.71%
2024年11月 -6.67% 2021年11月 -2.52% 2018年11月 7.74% 2015年11月 1.90%
2024年10月 6.38% 2021年10月 3.01% 2018年10月 -10.96% 2015年10月 11.59%
2024年9月 14.88% 2021年9月 2.20% 2018年9月 -0.76% 2015年9月 -3.87%
2024年8月 -4.21% 2021年8月 -5.29% 2018年8月 -5.20% 2015年8月 -11.50%
2024年7月 -9.72% 2021年7月 -11.55% 2018年7月 -2.76% 2015年7月 -6.81%
2024年6月 -0.70% 2021年6月 -3.50% 2018年6月 -4.58% 2015年6月 -7.66%
2024年5月 0.35% 2021年5月 0.53% 2018年5月 4.53% 2015年5月 4.75%
2024年4月 9.02% 2021年4月 0.37% 2018年4月 -0.11% 2015年4月 15.36%

2024年3月 0.84% 2021年3月 -5.17% 2018年3月 -3.05% 2015年3月 7.52%
2024年2月 7.12% 2021年2月 2.44% 2018年2月 -2.84% 2015年2月 2.19%
2024年1月 -2.47% 2021年1月 9.21% 2018年1月 5.55% 2015年1月 0.84%

2023年12月 -6.57% 2020年12月 0.22% 2017年12月 4.18% 2014年12月 7.44%
2023年11月 -1.34% 2020年11月 2.07% 2017年11月 2.71% 2014年11月 11.95%
2023年10月 -0.03% 2020年10月 3.00% 2017年10月 5.70% 2014年10月 0.89%
2023年9月 -0.95% 2020年9月 -4.78% 2017年9月 3.61% 2014年9月 2.25%
2023年8月 -6.20% 2020年8月 5.70% 2017年8月 5.55% 2014年8月 -0.03%
2023年7月 4.09% 2020年7月 8.94% 2017年7月 3.45% 2014年7月 10.03%
2023年6月 4.62% 2020年6月 8.23% 2017年6月 7.58% 2014年6月 1.51%
2023年5月 -3.46% 2020年5月 -0.71% 2017年5月 4.29% 2014年5月 0.40%
2023年4月 -1.03% 2020年4月 5.35% 2017年4月 3.30% 2014年4月 -1.10%

2023年3月 -3.01% 2020年3月 -8.22% 2017年3月 5.16%

2023年2月 -6.36% 2020年2月 0.95% 2017年2月 2.12%
2023年1月 10.93% 2020年1月 -2.85% 2017年1月 4.07%

2022年12月 1.71% 2019年12月 3.62% 2016年12月 -3.05%
2022年11月 14.55% 2019年11月 3.30% 2016年11月 8.49%
2022年10月 -10.69% 2019年10月 6.22% 2016年10月 2.17%
2022年9月 -6.50% 2019年9月 1.94% 2016年9月 1.00%
2022年8月 -3.66% 2019年8月 -3.21% 2016年8月 2.10%
2022年7月 -6.66% 2019年7月 0.68% 2016年7月 7.80%
2022年6月 14.09% 2019年6月 5.48% 2016年6月 -5.65%
2022年5月 2.76% 2019年5月 -9.97% 2016年5月 -1.01%
2022年4月 -6.24% 2019年4月 7.23% 2016年4月 -2.00%

※月末の基準価額(分配金込み）にて算出

※リターンは月次の騰落率を掲載

UBS 中国株式ファンド

<リターン実績表>

2025年3月31日

■当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。■当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定されている｢運用の方法に
係る情報の提供｣に基づき、加入者のみなさまに対して、当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするも
のではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準
価額は変動します。したがって、元本および運用成果が保証されているものではありません。投資信託の運用による損益は、その投資信託にご投資頂
いている加入者のみなさまに帰属します。■当資料は、UBSアセット・マネジメント株式会社が信頼できると判断した諸データに基づいて作成しました
が、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果を保証・約束するものではあ
りません。
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ブラックロック・インド株ファンド
〈この資料は確定拠出年金制度の加入者及び運用指図者のみなさま向けに作成した資料です。〉

◆ ファンドの特色

基準日 2025年3月31日

元本確保型の商品ではありません

• 主な投資対象

投資信託証券を通じて、今後、高成長が期待されるインドの企業が発行する株式および株式関連証券に投資します。また、インドにおいて重要な

事業展開を行うインド以外の企業の株式等にも投資する場合があります。

• 参考指標

MSCI India 10-40 Index（円換算ベース）。2021年11月25日に、当ファンドの参考指標を「MSCI Daily TR Gross Emerging Markets India （円

ベース）」より「MSCI India 10-40 Index（円換算ベース）」に変更しました。このため、当資料中の参考指標のデータは、設定日前日から2021

年11月24日までの期間は「MSCI Daily TR Gross Emerging Markets India （円ベース）」の指数値に基づき、2021年11月25日以降については

「MSCI India 10-40 Index（円換算ベース）」の指数値に基づき記載しております。

• 目標とする運用成果

投資信託証券への投資を通じて、インド企業の株式に投資し、信託財産の長期的な成長を目標に運用を行います。

■当資料は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）に基づく開示資料ではありません。■「ブラックロック・インド株ファンド｣の受益権の募集については、

委託会社は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、当商品の内容

をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資

産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではあ

りません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、ブラックロック・ジャパン株式会社が信頼できると判断し

た諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の成果

を保証・約束するものではありません。■MSCI India 10-40 IndexおよびMSCI Daily TR Gross Emerging Markets Indiaに関する著作権、知的財産その他の

一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。
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ブラックロック・ジャパン株式会社

◆主要投資対象ファンドの組入上位10業種(％)◆主要投資対象ファンドの組入上位銘柄(％) 銘柄数：36
業　種 比率 銘　柄 業　種 比　率

1 金融 33.2 1 HDFC BANK LTD 金融 8.5

2 一般消費財・サービス 11.4 2 ICICI BANK LTD 金融 7.8

3 情報技術 11.1 3 BHARTI AIRTEL LTD コミュニケーション・サービス 6.7

4 生活必需品 9.6 4 RELIANCE INDUSTRIES LTD エネルギー 4.7

5 コミュニケーション・サービス 6.7 5 MAHINDRA AND MAHINDRA LTD 一般消費財・サービス 4.5

6 公益事業 5.6 6 REC LIMITED 金融 4.2

7 エネルギー 4.7 7 NTPC LTD 公益事業 4.2

8 ヘルスケア 4.6 8 ULTRATECH CEMENT LTD 素材 4.1

9 素材 4.1 9 HDFC LIFE INSURANCE COMPANY LTD 金融 3.4

10 不動産 2.8 10 TATA CONSULTANCY SERVICES LTD 情報技術 3.4

※比率は BGF インディア・ファンドの純資産総額に対する割合です。

◆ ファンド（分配金再投資）と参考指標の収益率とリスク（標準偏差）

3ヶ月間 6ヶ月間 1年間 3年間 5年間 10年間 設定来

-11.85% -10.87% -2.68% 8.97% 22.21% 7.07% 7.15%

-8.79% -11.08% 0.48% 14.51% 28.75% 10.30% 10.02%

-3.06% 0.21% -3.17% -5.54% -6.54% -3.23% -2.88% 

9.15% 6.80% 22.63% 17.29% 18.29% 22.04% 26.46%

8.09% 5.70% 19.16% 17.32% 17.94% 20.17% 27.76%
※ﾌｧﾝﾄﾞ（分配金再投資）の収益率とは、当ﾌｧﾝﾄﾞの決算時に収益の分配金があった場合に、その分配金で当ﾌｧﾝﾄﾞを購入（再投資）した場合の収益率です。
※収益率は運用期間が１年以上のものに関しては、年率換算しております。

ファンド収益率（分配金再投資）

参考指標の収益率

差異

ファンドリスク（分配金再投資）

参考指標のリスク

◆ 基準価額、純資産総額

基準価額 11,515円

純資産総額 190.7億円

◆ 資産構成

BGF インディア・ファンド 98.6%        

ICS ブラックロック・
ICS・USトレジャリー・
ファンド

1.1%         

キャッシュ等 0.3%         
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参考指標

※ 参考指標は設定日前日を10,000とした指数値を使用しています。基準価額については、課税

前の分配金を再投資したものとして計算し指数化していますので、実際の基準価額とは異なります。

◆ 基準価額の推移グラフ（お知らせ）

当ファンドは、投資信託約款の変更を行い、2021

年11月25日より「BGF インディア・ファンド」を

主要投資対象とするファンド・オブ・ファンズ形

式による運用に変更しました。



ブラックロック・ジャパン株式会社

ブラックロック・インド株ファンド
〈この資料は確定拠出年金制度の加入者及び運用指図者のみなさま向けに作成した資料です。〉

設定日

リターン リターン リターン リターン

2025年3月 6.70% 2022年3月 9.45% 2019年3月 9.90% 2016年3月 13.43%

2025年2月 -8.36% 2022年2月 -5.29% 2019年2月 3.70% 2016年2月 -13.22%

2025年1月 -9.84% 2022年1月 -2.19% 2019年1月 -5.01% 2016年1月 -8.56%

2024年12月 5.15% 2021年12月 -2.20% 2018年12月 -4.04% 2015年12月 -0.40%

2024年11月 -3.06% 2021年11月 -4.86% 2018年11月 13.42% 2015年11月 -1.35%

2024年10月 -0.80% 2021年10月 1.25% 2018年10月 -8.42% 2015年10月 4.61%

2024年9月 1.14% 2021年9月 5.99% 2018年9月 -7.52% 2015年9月 -2.67%

2024年8月 -5.31% 2021年8月 7.97% 2018年8月 -0.89% 2015年8月 -10.88%

2024年7月 -4.50% 2021年7月 0.73% 2018年7月 8.24% 2015年7月 6.29%

2024年6月 10.00% 2021年6月 1.43% 2018年6月 -2.53% 2015年6月 0.95%

2024年5月 0.08% 2021年5月 5.51% 2018年5月 -3.02% 2015年5月 4.35%

2024年4月 8.45% 2021年4月 -3.11% 2018年4月 4.16% 2015年4月 -6.14%

2024年3月 -1.03% 2021年3月 0.96% 2018年3月 -4.23%

2024年2月 5.06% 2021年2月 12.08% 2018年2月 -6.80%

2024年1月 4.50% 2021年1月 0.96% 2018年1月 -2.05%

2023年12月 2.50% 2020年12月 7.92% 2017年12月 2.94%

2023年11月 2.43% 2020年11月 9.78% 2017年11月 0.67%

2023年10月 -2.33% 2020年10月 2.43% 2017年10月 8.28%

2023年9月 1.46% 2020年9月 -4.08% 2017年9月 -1.33%

2023年8月 3.03% 2020年8月 8.27% 2017年8月 0.53%

2023年7月 -0.11% 2020年7月 6.15% 2017年7月 4.78%

2023年6月 7.62% 2020年6月 10.16% 2017年6月 -0.22%

2023年5月 7.23% 2020年5月 -0.91% 2017年5月 -1.25%

2023年4月 4.26% 2020年4月 10.61% 2017年4月 2.49%

2023年3月 -2.80% 2020年3月 -35.06% 2017年3月 5.45%

2023年2月 1.81% 2020年2月 -1.44% 2017年2月 2.47%

2023年1月 -2.86% 2020年1月 0.60% 2017年1月 5.06%

2022年12月 -7.30% 2019年12月 0.54% 2016年12月 2.32%

2022年11月 -3.38% 2019年11月 2.12% 2016年11月 -2.89%

2022年10月 5.45% 2019年10月 2.72% 2016年10月 5.19%

2022年9月 -3.15% 2019年9月 9.03% 2016年9月 -2.34%

2022年8月 7.85% 2019年8月 -5.67% 2016年8月 0.95%

2022年7月 4.58% 2019年7月 -5.62% 2016年7月 9.26%

2022年6月 -0.71% 2019年6月 -1.94% 2016年6月 -6.60%

2022年5月 -4.13% 2019年5月 1.14% 2016年5月 1.58%

2022年4月 0.60% 2019年4月 -0.27% 2016年4月 0.37%

※月末の基準価額にて算出

※リターンは分配金再投資ベース

基準日 2025年3月31日

元本確保型の商品ではありません

2005年12月13日

■当資料は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）に基づく開示資料ではありません。■「ブラックロック・インド株ファンド｣の受益権の募集については、

委託会社は、金融商品取引法第5条の規定により有価証券届出書を関東財務局長に提出し、その届出の効力は発生しております。■当資料は、当商品の内容

をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするものではありません。■投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建

資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているもので

はありません。投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客様に帰属します。■当資料は、ブラックロック・ジャパン株式会社が信頼できると

判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今

後の成果を保証・約束するものではありません。

＜月間リターン実績表＞
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■　適用利率　＜ 現在＞

適用利率

＊利率は、市場金利の動向等に応じて決定します。
　　商品概要の詳細につきましては必ず別紙の商品説明書でご確認ください。
＊当資料は、確定拠出年金法第24条および関連政省令に規定される「運用の方法に係る情報の提供」に基づき、
　　当商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該預金の勧誘を目的とするものではありません。

＊　上表は、各月末時点の適用利率を示したものです。
　　　上記のデータ等は、過去のものであり、将来を約束するものではありません。

0.02% 2022年8月 0.01%

0.02% 2023年2月 0.01%

0.02% 2022年12月 0.01%
0.02% 2022年11月

2020年6月 0.02% 2023年10月 0.01%
2020年7月 0.02% 2023年11月 0.01%

2020年4月 0.02% 2023年8月 0.01%
2020年5月 0.02% 2023年9月 0.01%

2019年11月
2019年10月

0.02% 2023年3月 0.01%

0.02% 2022年2月 0.01%

2019年3月 0.02% 2022年7月 0.01%

2019年1月 0.02% 2022年5月 0.01%
2019年2月 0.02% 2022年6月 0.01%

2018年12月 0.02% 2022年4月

2020年8月
2020年9月
2020年10月

0.13%

2024年11月
2024年12月
2025年1月
2025年2月

2025年3月9日以前

0.30%
0.13%

0.01% 2025年3月10日以後

2024年5月
2024年6月

2017年11月

0.02%

2017年12月

2018年4月

0.01%
0.01%

0.01%

2025年4月1日

保証利率

0.13%
0.13%
0.13%

0.03%
0.13%
0.13%

2024年10月 0.13%

2024年8月13日以後

2024年9月

2024年8月12日以前

2024年7月 0.03%

0.01%
0.01%

2017年8月

あおぞらＤＣ定期（1年）

適用利率実績表(単位：％）

商品提供会社：あおぞら銀行

0.30%

0.03%

2023年12月
2024年1月
2024年2月

0.01%
0.01%
0.01%
0.01%

0.03%
0.03%2024年4月

2024年3月

設定月

2020年11月
0.02%
0.02%

2017年9月

2017年7月

2017年4月

0.02%
0.02%

0.02%
2021年6月

2020年12月
0.02%

0.02%
0.02%

0.02%

2021年10月

2021年3月
2021年4月

2021年7月

0.02%

0.02%

2021年9月
2021年8月

0.02%
0.02%

2021年5月

設定月 設定月保証利率

0.02%

0.02%

0.02%

0.02%

0.02%

保証利率

2021年1月

2017年5月
2017年6月

0.02%2017年10月

0.02%
0.02%

2018年8月 0.02% 2021年12月

2018年5月

2018年1月

2018年7月

2018年2月
2018年3月

2018年6月

0.01%

0.01%

0.01%
0.01%
0.01%

0.01%

0.01%

2021年11月

2021年2月

0.01%

2018年9月 0.02% 2022年1月

2018年11月 0.02% 2022年3月
2018年10月

2019年4月

0.01%

2019年9月 0.02% 2023年1月 0.01%

2019年5月 0.02% 2022年9月 0.01%
2019年6月 0.02% 2022年10月 0.01%
2019年7月
2019年8月

2019年12月 0.02% 2023年4月 0.01%

2023年7月 0.01%2020年3月 0.02%

2020年1月 0.02% 2023年5月 0.01%
2020年2月 0.02% 2023年6月 0.01%

■ 過去10年間の適用保証利率（設定時点）の実績推移
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